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Ⅰ 調査の概要
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１ 調査の概要

（１）調査の目的

ＮＰＯ法人が自立した活動をするために必要となる支援などを把握するため、ＮＰＯ法人の

活動実態や課題等に関して調査する企画を募集し、採択された事業を提案者に委託して実施す

る。この調査の結果は、平成２４年度に策定予定の「新しい公共推進指針（仮称）」や今後の

施策展開の基礎資料として活用していく。（三重県ＮＰＯ法人活動実態調査募集要項より）

（２）調査対象

平成２３年３月現在における三重県内全てのＮＰＯ法人 ５６１団体（＊）

＊三重県所轄法人549 ＝554(平成23年 3月末法人数）―5(平成23年 9月末までに解散した法人数)

内閣府所轄法人12

（３）受託団体及び調査の方法

【受託団体】

特定非営利活動法人 みえＮＰＯネットワークセンター

【調査の方法】

① アンケート調査

１０月２１日 アンケート用紙郵送

② 訪問（ヒアリング）調査

１１～２月 アンケート用紙回収と補足ヒアリング

地 域 調査担当団体

桑名市、いなべ市、東員町、木曽岬町 特定非営利活動法人 みえきた市民活動センター

四日市市、菰野町、川越町、朝日町 四日市ＮＰＯセクター会議

鈴鹿市、亀山市 鈴鹿ＮＰＯサポートセンター

津市 特定非営利活動法人 津市ＮＰＯサポートセンター

名張市、伊賀市 特定非営利活動法人 なばりＮＰＯセンター

松阪市、大台町、大紀町 特定非営利活動法人 Ｍブリッジ

伊勢市、鳥羽市、玉城町、度会町、明和町、

多気町

特定非営利活動法人 いせコンビニネット

志摩市、南伊勢町 志摩市民活動通信ｓａｎｐｏ

尾鷲市、熊野市、紀北町、御浜町、紀宝町 東紀州コミュニティデザイン
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（４）調査状況・回答率

全てのＮＰＯ法人への訪問調査を行ったことから、80.6％という高い回答率を得た。

調査拒否等による調査困難な団体が 9.8％、連絡が全く取れない団体が 9.6％あった。

(団体数)

調査実施 調査不能
県民センター（市町）

訪問調査 電話調査等 調査困難 連絡不能
合計

41 4 4 4桑 名

（桑名市・いなべ市・木曽岬町・東員町） （84.9%） （15.1%）
53

75 11 15 16四日市

（四日市市・菰野町・朝日町・川越町） （73.5%） （26.5%）
117

44 7 2 5鈴 鹿

（鈴鹿市・亀山市） （87.9%） （12.1%）
58

80 4 17 7津

(津市) （77.8%） （22.2%）
108

40 7 7 5松 阪

（松阪市・多気町・明和町・大台町） （79.7%） （20.3%）
59

46 8 1 8伊 勢 （伊勢市・鳥羽市・志摩市

・玉城町・度会町・南伊勢町・大紀町） （85.7%） （14.3%）
63

46 10 7 3伊 賀

（伊賀市・名張市） （84.8%） （15.2%）
66

12 - 1 5尾 鷲

（尾鷲市・紀北町） （66.7%） （33.3%）
18

17 - 1 1熊 野

（熊野市・御浜町・紀宝町） （89.5%） （10.5%）
19

401

(71.5%)

51

(9.1%)

55

(9.8%)

54

(9.6%)合 計

（80.6%） （19.4%）

561

調査困難：調査拒否等訪問調査することができない団体

連絡不能：連絡先不在ほか全く連絡がとれない団体
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注）本文中のグラフの数値は、小数点以下を四捨五入したものを転記しているため、合計値は必ずしも

100%にならないものがあります。

Ⅱ 調査結果
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数字でみる三重県のＮＰＯ法人の姿

～調査結果概要～
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ＮＰＯ法人は増加しています。（p.10）

平成 23年 3月現在 ５６１（内閣府所轄含む）

平成 24年 3月現在 ６１８（ 〃 ）

県民約 3千人当たり 1団体

現在活発に活動しているＮＰＯ法人は約２／３です。（p.16）

「大変活発」「どちらかというと活発」66.8%

「不活発」「どちらかというと不活発」「休止中」33.2%

第１位 福祉（41.4%）

第２位 環境（10.8%）

第３位 まちづくり（9.6%）

第４位 子どもの健全育成（8.0%）

第５位 スポーツ（4.7%）

多くの県民がＮＰＯ法人の活動に関わっています。

ＮＰＯ法人の会員数 約 23,000 人（p.30） → 県民千人当たり 12.4 人

ＮＰＯ法人で働いている職員数 約 3,400 人（p.34） → 県民千人当たり 1.8人

ＮＰＯ法人で活動するボランティア数 約 12,000 人以上（p.44） → 県民千人当たり 6.5人

ＮＰＯ法人が行うサービスののべ利用者数 約 460万人（p.23） → 県民１人当たり 2.5回

８割のＮＰＯ法人が、企業や役所と同程度以上の専門性があると考えています。（p.24）

高い 49.1%

同程度 30.5%

低い 4.3%

その他 16.1%

約２／３のＮＰＯ法人が独立した事務所を持っています。（p.31）

休止の理由は

① 組織内部の問題

② 資金不足 （p.18）

毎年度末のＮＰＯ法人数（三重県資料）

同種の事業を行う企業・役所と比較しての専門性

有 67.6%

無 32.4%

ＮＰＯ法人は増加しています。（p.10）

現在活発に活動しているＮＰＯ法人は約２／３です。（p.16）

ＮＰＯ法人の最も重要なミッション（目的・使命）は、「福祉」が圧倒的です。（p.14）

多くの県民がＮＰＯ法人の活動に関わっています。

８割のＮＰＯ法人が、企業や役所と同程度以上の専門性があると考えています。（p.24）

約２／３のＮＰＯ法人が独立した事務所を持っています。（p.31）

事務所

有償 29.0%

無償 38.6%
法人所有 14.4%

他者所有 24.2%

（県民数は平成 23 年 4 月 1 日時点）
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ＮＰＯ法人の収入額は増加しており、平成 23年の総収入は約 90億円です。（p.46）

平成23年ＮＰＯ法人の総収入 9,013,387,523円 １ＮＰＯ法人当たり年間平均収入 約1620万円（＊）

＊「福祉」分野の法人 収入中央値 約 1800 万円、 「福祉以外」分野の法人 収入中央値 約 270 万円

(参考)三重県内事業所(5人以上)の常用労働者の平均賃金 257,623円／月(平成 23年 12月)

資料：毎月勤労統計調査

有 73.9% → 平均年収 172万円（月額 14.3万円）

無 26.1%

評価が高い項目 : 県・市町とも ①活動に関する情報提供 ②ＮＰＯ活動の広報

評価が低い項目 : 県・市町とも ①資金提供 ②ＮＰＯとの協働事業の評価の協働

ＮＰＯ法人と多様な主体との協働・ネットワーク関係について、市町＞県＞他の

ＮＰＯ＞自治会・企業という順になっています。（p.61）

職員の賃金 平均年収127万円

(月額 10.6万円)

県・市町がＮＰＯ法人の期待に応えてくれているかどうかの評価は、５段階評価で

県が 2.7 点、市町が 2.6 点と低いです。（p.66）

ＮＰＯ法人の有給職員の平均年収は 172 万円（月額 14.3 万円）、全職員の平均

年収は 127 万円（月額 10.6 万円）と低いです。（p.37）

ＮＰＯ法人の収入額は増加しており、平成2２年の総収入は約90億円です。（p.46）
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（２）団体の設立年

団体を設立した年

【県民センター別】 （％）

・80％が 2000 年代以降に設立されており、相対的に新しい団体がほとんどである。

・ＮＰＯ法人制度ができる以前から活動している団体は、ＮＰＯ法人全体の２割弱程度。

・桑名、四日市の県民センター管内では、1980 年代以前から活動している団体が１割弱

存在しており、継続性のある団体が相対的に多い。
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（６）現在の活動の活発度

① 活発度

＊調査実施団体 「大変活発」「どちらかというと活発」 338団体（66.8%）

「不活発」「どちらかというと不活発」 77団体

休止中 37団体

調査未実施団体 連絡不能（＊） 54団体

調査困難（＊＊） 55団体

*ここでは「連絡不能」は「不活発または休止中」と判断し、母数に加えた。

＊＊「調査困難」は多様な事情が考えられるため、ここでは「活発」「不活発」の判断から除外した。

・「活発」（「活発」「どちらかというと活発」）な団体は 66.8%、「不活発」（「不活発」

「どちらかというと不活発」「休止中」）の団体は 33.2%。（＊）

・県民センター別（p.17）

・桑名、津、伊勢は相対的に活発度が高い。

・鈴鹿、松阪は相対的に活発度がやや低い。

・分野別（p.17）

「活発」な団体が多い分野

「ＮＰＯ支援」(100%)、「平和」（100%）、「男女共同参画」(100%)、

「経済活動活性化」(100%)、「消費者保護」(100％)、「子どもの健全育成」(94.1%)

「活発」な団体が少ない分野

「職業能力開発」(40.0%）、「雇用機会拡充」(50.0%)、「災害救援活動」(50.0%)

「情報化社会」（50.0%）「社会教育」(53.9%)、「人権」(55.5%)

(33.2%)
506 団体
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【県民センター別】

【分野別（最も重要なミッション）】
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